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川越市談合情報対応要領  
（趣旨） 
第１条 この要領は、本市が締結する建設工事の請負等の契約に係る入札の適正を期するため、談合
等の不正行為（以下「談合等」という。）に関する情報（以下「談合情報」という。）への対応等に

ついて必要な事項を定めるものとする。  
（談合情報の確認等） 
第２条 本市が締結する建設工事の請負等の契約に係る談合情報の通報（報道機関を経由した通報を
含む。）を受けた職員は、当該通報をした者に対して次に掲げる事項及び必要と認められる事項を確

認し、直ちに談合情報調書（様式第１号）を作成して、契約課長に送付するものとする。 
⑴ 通報者の氏名及び連絡先 
⑵ 対象工事等の件名 
⑶ 落札予定業者名及び落札予定金額 
⑷ 談合等が行われた日時及び場所 
⑸ 談合等に関与した業者名 
⑹ 談合等の方法 
２ 契約課長は、談合情報調書の送付を受けた場合は、できる限り詳細情報の入手に努めるものとす
る。 
⑴ 報道機関を経由した通報の場合は、当該報道機関に対して、取材及び報道の活動に支障のない
範囲における談合情報の出所の明示の要請 
⑵ 通報者が明らかな談合情報の場合は、通報者に対して、情報内容の裏付けとなる情報等の確認
３ 契約課長は、前２項の規定により得た談合情報について、速やかに談合情報調書及び関係書類を 
添えて、談合情報に係る報告書（様式第２号）により、総務部長に報告するものとする。 
４ 総務部長は、前項の規定により報告を受けた談合情報が次の各号のいずれかに該当すると判断し
た場合は、原則として談合情報として取り扱わないものとする。この場合において、次条から第１

１条までの規定は適用しない。  ⑴ 既に公表されている情報のみである場合  ⑵ 不確実又は一般的な情報で具体性に乏しい場合  ⑶ 同一入札において、内容を異にする複数の情報がある場合  
（入札の延期等） 
第３条 契約課長は、総務部長の指示により次の区分により措置するものとする。 
⑴ 当該談合情報を得たときが入札書の提出前（電子入札の場合は入札書提出期間の開始前）であ
るときは、当該入札に係る入札日（電子入札の場合は入札書提出期間及び開札日）の延期を行う。 
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⑵ 当該談合情報を得たときが入札書の提出後（電子入札の場合は入札書提出期間の開始後）から
開札の前であるときは、応札者すべてに入札書の提出を行わせ、開札をせずに当該入札の中断又

は延期を行う。 
⑶ 当該談合情報を得たときが開札後から落札者の決定前であるときは、落札者の決定をせずに当
該入札の中断又は延期を行う。 
⑷ 当該談合情報を得たときが落札者の決定後から契約の締結前であるときは、当該契約の締結を
保留する。 
⑸ 当該談合情報を得たときが契約の締結後であるときは、当該契約の履行状況等に応じ、適切な
措置を講ずる。  
（事情聴取の実施） 
第４条 契約課長は、総務部長の指示により次に掲げる事項及び必要と認められる事項について、入
札参加者（入札の参加を予定している者を含む。共同企業体の場合はその構成員。以下同じ。）のす

べてから個別に事情を聴取し、及びその内容について事情聴取書（様式第３号）を作成するものと

する。この場合において、事情を聴取する相手は、当該事情聴取について責任ある回答ができる者

でなければならない。 
⑴ 談合等の事実の有無（ある場合はその内容の詳細） 
⑵ 入札金額（見積額）の算定方法及び算定に係る体制 
⑶ 談合等の防止に対する取組 
⑷ 共同企業体の場合は、その結成の方法 
２ 落札者の決定後に談合情報を得た場合の前項の事情聴取は、既に入札の結果等を公表しているこ
とに留意しつつ行うものとする。 
３ 契約課長は、第１項の事情聴取を行った結果、談合等の事実が確認できなかった場合で、かつ、
入札参加者が談合等の事実を否定するときは、入札参加者のすべてから当該入札に関し談合等を行

っていない旨の誓約書（様式第４号又は様式第５号）を提出させるものとする。  
（事情聴取の結果報告） 
第５条 契約課長は、前条の規定による事情聴取の結果等について、同条第１項及び第３項に規定す
る資料を添えて速やかに総務部長に報告するものとする。   （談合情報の報告等） 
第６条 総務部長は、第２条第３項及び前条の規定により報告を受けた内容について、速やかに談合
情報に係る報告書（様式第６号）により市長に報告するとともに、川越市入札等審査委員会規程（平

成１７年３月２４日市長決裁）の規定に基づく川越市入札等審査委員会（以下「委員会」という。）

に談合等の事実の有無の判定及び判定後の措置について付議するものとする。  
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 （談合等の事実の有無の判定） 
第７条 委員会は、次に掲げる事項を審議のうえ、談合等の事実の有無を判定するものとする。 
⑴ 談合情報の内容 
⑵ 事情聴取の結果 
⑶ 誓約書の内容 
⑷ 誓約保証金制度を採用した場合における保証金の納付状況 
⑸ 入札の結果 
⑹ その他談合等に係る関係資料   （判定後の措置） 
第８条 委員会は、談合等の事実の有無を判定した場合は、次の区分により措置するものとする。  ⑴ 落札者の決定前に談合情報を得た場合であって、談合等の事実がないと判定したときは、中断
又は延期していた当該入札の執行を決定する、又は当該入札の状況等に応じた的確な対応を定め

る。  ⑵ 落札者の決定前に談合情報を得た場合であって、談合等の事実があると判定したときは、当該
入札の中止を決定する。 
⑶ 落札者の決定後に談合情報を得た場合であって、談合等の事実がないと判定したときは、保留
していた当該契約の締結を決定する、又は当該契約の履行状況等に応じた的確な対応を定める。 
⑷ 落札者の決定後に談合情報を得た場合であって、談合等の事実があると判定したときは、落札
の取り消し等当該契約の履行状況等に応じた具体的な対応を定める。  
（公正取引委員会への資料の送付） 
第９条 委員会は、前条第２号又は第４号の措置を行う場合は、必要に応じて作成した資料を公正取
引委員会へ送付するものとする。  
（談合等の防止のための措置等） 
第１０条 契約課長は、談合等の防止を図るため、必要に応じ次に掲げる措置をとることができるも
のとする。 
⑴ 指名業者の選考に抽選による方法を取り入れた入札 
⑵ 不正行為を行った業者名の公表 
⑶ 詳細な積算内訳による入札金額内訳書の提出 
⑷ 誓約保証金の徴収 
⑸ その他談合等の防止を目的とする措置  
（談合情報に対する処理の報告） 
第１１条 契約課長は、談合情報に対する処理が終了したときは、速やかに談合情報処理報告書（様
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式第７号）を作成し、業者選考書、談合情報調書、事情聴取書、誓約書、談合等の裏付けとなる資

料その他の関係書類を添えて、市長に報告するものとする。  
（その他） 
第１２条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。     附 則 
この要領は、平成１２年９月７日から施行する。    附 則 
この要領は、平成１８年３月１日から施行する。    附 則 
この要領は、平成２２年４月１日から施行する。    附 則 
この要領は、平成２８年４月１日から施行する。    附 則 
この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 
附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。  


